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平成３０年度「各国の政策シンクタンク状況調査」に係る公募について 

 
１．業務目的 

独立行政法人経済産業研究所（以下、RIETI）は、2001年に設立されて以来、学術

研究機関、政策立案支援の2つの柱の下に業務を行ってきた。 

2020年から第5期中期目標期間となるが、同期間の計画策定に際し、RIETIのベン

チマークとなる海外の政策シンクタンクの状況等を調査し、RIETIの在り方につい

て検討を行い、その上で独立行政法人としてのRIETIの目標設定の参考に資するこ

とを目的とする。 

 
２．業務内容等 
（１）調査方法 

   各国の政策シンクタンク10社（アメリカ、ヨーロッパ、可能であればアジア）

の公開資料等により調査を行う。 

   10社には、CEPR等のシンクタンクランキング上位のものを含むこと。 

 

（２）調査項目 

   ①各シンクタンク基本情報概要 

   (名称、設立年月日、代表者名、研究員数、予算規模、財源、組織図) 

   ②各シンクタンクの特色（社会的な認知度を高めるような広報活動や取り組み 

等）を収集分析しRIETIに参考となる報告書（仮説可）を作成する。 

 

   なお、本仕様書に示した内容以外で本調査の実施において有効となる提案があ

れば、申請書・提案書に盛り込むこと。 

 

３．契約条件 
(1) 契約形態 
  請負契約とします。 

(2) 採択件数 
  １件とします。 
(3) 予算規模 

    ５５０万円（消費税込み）を上限とし、研究所と調整の上、契約金額を決定し 

ますが、上限額を上回ることはありません。 

(4) 事業実施期間 

  契約締結日から２０１９年３月２２日（金）までの期間 

(5) 成果物の納入 

紙媒体２部および電子媒体にて、当研究所の総括担当者に契約期間内までに納

入。 
 



４．応募要件 
今回の公募に対する申請者は、次の要件を備えている必要があります。 
(1) 平成２８・２９・３０年度競争参加資格審査結果通知書(全省庁統一資格)の「役務提 

供」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」の等級に格付けされていることの証明） 

(2) プライバシーマークまたはＩＳＯ２７００１許諾書の写し、もしくは「情報セキュ 

リティの管理体制についての調査票」（様式４）を提出 

(3) 当研究所と直接契約できること。 

(4) 日本国内における企業、民間団体、政府官公庁等への実績を十分に有し、こ 

  れを証明できること。 

(5) 当該事業の遂行に必要な知識および十分な調査能力を有し、これを証明でき 

  ること。 

(6) 予算規模の上限価格内におさまっていること。 

(7) 当研究所から提示された請負契約書に合意すること。 

 
５．公募申請書の様式 

(1) 申請書の記載は別紙の様式に基づいてください。 
(2) 申請書は日本語で作成してください。用紙サイズはＡ４版縦置き（または横置

きも可）、横書きを基本とします。Ａ３版で作成の場合は、提出時にＡ４サイズ

に折りたたむこと。 
 
６．公募申請書の提出部数 

(1) 申請書の提出部数は、正 1 部、写 1 部、電子媒体 1 部とします。 
(2) 申請書の提出時に｢公募申請書受理票｣1 部を併せて提出してください。 

 
７．添付資料 

公募申請書には、次の資料、またはこれに準ずるものを添付してください。 
(1) 平成２８・２９・３０年度競争参加資格審査結果通知書(全省庁統一資格)の「役務提 

供」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」の等級に格付けされていることの証明） 

(2) プライバシーマークまたはＩＳＯ２７００１許諾書の写１部、もしくは「情報セキュ 

  リティの管理体制についての調査票」（様式４）１部 

(3) 会社概要：２部 

(4) 最近の事業報告書（1 年分）および直近２期の財務状況が分かるもの：２部 
(5） 公募申請書は日本語で作成してください。なお、申請者が外国企業等であっ 

て、申請書を日本語以外の言語で作成し日本語に翻訳したものである場合は、 
参考としてその原文の写 1 部を添付してください。 

(6) 提案書（様式自由）：紙媒体１部、電子媒体１部 

(7) 報告書のサンプル：紙媒体２部 

(8) 評価項目一覧：紙媒体１部、電子媒体１部（様式５） 
 



８．公募申請書および添付資料の提出締切日、提出先 
(1) 提出締切日：平成３０年１２月１８日（火） １７時００分 

            ※郵送の場合でも必着のこと 

(2) 提 出 先：独立行政法人経済産業研究所 総括担当 

〒１００－８９０１ 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

経済産業省別館１１階 １１３８号室 
(3) 提出方法：郵送又は持参してください。電子メールでの提出は受理いたし 

ません。 
 
９．公募申請書の受理 

(1) 応募要件等を満たさない者の申請書、又は不備がある申請書は、受理いたし 
ません。 

(2) 提出された申請書を受理した場合は、申請書受理票にて申請者に通知いたし 
ます。 

(3) 受理した申請書は、返却できませんので予めご了承ください。 
 
１０．秘密の保持 

申請書、その他の書類は、当該事業の請負先の選定のためにだけ使用します。 
 
１１．請負先の選定 

請負先の選定は、公募申請書及び添付参考資料、当研究所が必要に応じ別途行うヒ

アリング等をもとに行います。 
請負先を選定する際の選考基準は、主に以下のとおり。得点は総合評価点の計算に

よって得られた数値の最も高い者を落札者とします。総合評価点は、提案書に係る

評価点（技術点）と見積額に係る評価点（価格点）から成り、技術点と価格点の配

点は２：１とします。詳細は別紙評価手順書を参照してください 
 
選考基準 
  (1) 当該事業の類似調査の実績を有していること。 
  (2) 当該事業を行う体制が整っていること。 
  (3) 請負業務管理上、当研究所の必要とする措置を適切に遂行出来る体制を有してい 

ること。 
 

１２．結果通知 
提出期限後、３日間を目途に申請内容の審査を行い、申請書に記載された連絡担当

者へ採択結果を通知いたします。なお、審査結果等の照会には応じません。 
 

１３．その他 
  (1) 請負先選定に係る審査は、受理した公募申請書及び添付資料等に基づいて行 



いますが、必要に応じてヒアリングや追加資料の提出等を求める場合があり 
ます。 

(2) 受理した追加資料及び添付資料等は返却できませんので予めご了承ください。 
(3) 申請書等の作成費は経費に含まれません。また、選定の成否を問わず、申請書 

の作成費用は支給されません。 
 
１４．お問合せ 

本件に関する問合わせは日本語により、下記の e-mail にて受け付けます。電話や来

訪等によるお問合わせは受付できません。 

e-mail でのお問合わせの際は、件名（題名）を必ず「各国の政策シンクタンク状況

調査問合せ」としてください。他の件名（題名）ではお問合わせに回答できない場

合があります。 

なお、公募期間内に受け付けました「ご質問と回答」については、公平性を保つた

めに当所のホームページにも記載させていただく場合があります。 

 

独立行政法人経済産業研究所 総括担当 

担当：茂木、田中、岩屋 

e-mail：t-chosa@rieti.go.jp 


